
原則４ 

機関投資家は、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」を通じて、投資先企業と

認識の共有を図るとともに、問題の改善に努めるべきである。 

 
指針 

４－１．機関投資家は、中長期的視点から投資先企業の企業価値及び資本効率を高め、

その持続的成長を促すことを目的とした対話を、投資先企業との間で建設的に

行うことを通じて、当該企業と認識の共有を図るよう努めるべきである。なお、

投資先企業の状況や当該企業との対話の内容等を踏まえ、当該企業の企業価値

が毀損されるおそれがあると考えられる場合には、より十分な説明を求めるな

ど、投資先企業と更なる認識の共有を図るとともに、問題の改善に努めるべき

である。 

 

４－２．以上を踏まえ、機関投資家は、実際に起こり得る様々な局面に応じ、投資先企

業との間でどのように対話を行うのかなどについて、あらかじめ明確な方針を

持つべきである。 

 

４－３．一般に、機関投資家は、未公表の重要事実を受領することなく、公表された情

報をもとに、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」を行うことが可能

である。また、「OECD コーポレート・ガバナンス原則」や、これを踏まえて

策定された東京証券取引所の「上場会社コーポレート・ガバナンス原則」は、

企業の未公表の重要事実の取扱いについて、株主間の平等を図ることを基本と

している。投資先企業と対話を行う機関投資家は、企業がこうした基本原則の

下に置かれていることを踏まえ、当該対話において未公表の重要事実を受領す

ることについては、基本的には慎重に考えるべきである。 


